
令和元年度

中間決算の概要（９月期）

地方公共団体金融機構



令和元年度中間決算のポイント

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２０２億円で、前年度と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度と同額
公庫債権金利変動準備金は５，５２５億円で、前年度末に比べ、４４５億円の減少

◇ 資産総額は貸付金等２４兆３，８４４億円で、前年度末に比べ、２，０４７億円の減少
負債総額は債券等２４兆８０１億円で、前年度末に比べ、２，１３８億円の減少
純資産総額は利益剰余金等３，０４２億円で、前年度末に比べ、９０億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。

◇ 経常利益は６２２億円で、前中間期に比べ、７５億円の減少
中間純利益は９４億円で、前中間期に比べ、１億円の減少



◇ 当中間期の経常利益は６２２億円で、前中間期に比べ、７５億円の減少（▲１０．９％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を７９億円上回ったこと等が要因

◇ 中間純利益は９４億円で、前中間期に比べ、１億円の減少（▲１．１％）。一般勘定の中間純利益が減少した
ことが要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，４４８億円 １，６０６億円 ▲１５７億円
１，４４５億円 １，６０３億円 ▲１５７億円

３億円 ３億円 ０億円

８２６億円 ９０８億円 ▲８１億円
７９２億円 ８７０億円 ▲７８億円

３３億円 ３７億円 ▲３億円

６２２億円 ６９７億円 ▲７５億円

１，０２７億円 ４，０３１億円 ▲３，００４億円
１，０００億円 ４，０００億円 ▲３，０００億円

２７億円 ３１億円 ▲４億円

１，５５４億円 ４，６３３億円 ▲３，０７９億円
５５４億円 ６３３億円 ▲７９億円

１，０００億円 ４，０００億円 ▲３，０００億円

９４億円 ９５億円 ▲１億円

増　減（（A）-（Ｂ））R1中間決算（A） H30中間決算（B）

債 券 利 息

そ の 他

そ の 他

公庫債権金利変動準備金繰入額

国 庫 納 付 金

公庫債権金利変動準備金取崩額

利差補 てん 積立 金取 崩額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息



◇ 当中間期の経常利益は９４億円で、前中間期に比べ、１億円の減少（▲１．１％）
◇ 貸付金利息が１９億円減少した一方で、債券利息が１３億円減少したこと等が要因
◇ 中間純利益は９４億円で、前中間期に比べ、１億円の減少（▲１．１％）

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

６４３億円 ６６３億円 ▲１９億円
６３８億円 ６５７億円 ▲１９億円

０億円 ０億円 ０億円
０億円 ０億円 ０億円
１億円 － １億円
２億円 ４億円 ▲１億円

５４８億円 ５６７億円 ▲１８億円
４８２億円 ４９６億円 ▲１３億円

２億円 ２億円 ▲０億円
０億円 ０億円 ０億円

１２億円 １２億円 ▲０億円
１５億円 １５億円 ０億円
３３億円 ３８億円 ▲４億円

０億円 ０億円 ▲０億円

９４億円 ９５億円 ▲１億円

－ － －

－ － －

９４億円 ９５億円 ▲１億円

科　　　　　　　目

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

増　減（（A）-（Ｂ））R1中間決算（A） H30中間決算（B）

余 資 運 用 益
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息
健 全 化 基 金 受 入 額

借 入 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金



◇ 当中間期の経常利益は５２７億円で、前中間期に比べ、７４億円の減少（▲１２．４％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を７３億円上回ったこと等が要因

◇ 地方公共団体金融機構法等の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行った
ため、当中間期の純利益はゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

８４１億円 ９８４億円 ▲１４３億円
８０６億円 ９４５億円 ▲１３８億円

３３億円 ３８億円 ▲４億円
０億円 ０億円 ▲０億円

３１３億円 ３８２億円 ▲６８億円
３０９億円 ３７４億円 ▲６４億円

４億円 ７億円 ▲３億円

５２７億円 ６０１億円 ▲７４億円

１，０２７億円 ４，０３１億円 ▲３，００４億円
１，０００億円 ４，０００億円 ▲３，０００億円

２７億円 ３１億円 ▲４億円

１，５５４億円 ４，６３３億円 ▲３，０７９億円
５５４億円 ６３３億円 ▲７９億円

１，０００億円 ４，０００億円 ▲３，０００億円

－ － －

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

H30中間決算（B）R1中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

そ の 他

利差補 てん 積立 金取 崩額

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金
貸 付 金 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動準備金取崩額

そ の 他

国 庫 納 付 金
公庫債権金利変動準備金繰入額



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２４兆３，８４４億円で、前年度末に比べ、２，０４７億円の減少（▲０．８％）
◇ 貸付金が前年度末に比べ、２，２５５億円減少したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２３兆２，７７５億円 ２３兆５，０３０億円 ▲２，２５５億円

２，８６２億円 １，８００億円 １，０６２億円

７，７９０億円 ８，７０４億円 ▲９１４億円

２８２億円 ２２８億円 ５３億円

９２億円 ８８億円 ４億円

２８億円 ２８億円 ▲０億円

１２億円 １０億円 ２億円

２４兆３，８４４億円 ２４兆５，８９１億円 ▲２，０４７億円

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

貸 付 金

有 価 証 券

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和元年度中間期末現在（A）

（R1.9.30）

平成30年度末現在（B）

（H31.3.31）
科　　　　　　　目



資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 当中間期末現在の一般勘定における資産総額は１７兆１，１８１億円で、前年度末に比べ、２，９３５億円の増加
（＋１．７％）

◇ 当中間期末現在の管理勘定における資産総額は７兆７，７９９億円で、前年度末に比べ、６，０７０億円の減少
（▲７．２％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６兆１５４億円 １５兆７，４３３億円 ２，７２０億円

２，８６２億円 １，８００億円 １，０６２億円

７，７９０億円 ８，７０４億円 ▲９１４億円

２８２億円 ２２８億円 ５３億円

５１億円 ３９億円 １１億円

２８億円 ２８億円 ▲０億円

１２億円 １０億円 ２億円

１７兆１，１８１億円 １６兆８，２４５億円 ２，９３５億円

７兆２，６２０億円 ７兆７，５９７億円 ▲４，９７６億円

４１億円 ４９億円 ▲７億円

５，１３７億円 ６，２２３億円 ▲１，０８６億円

７兆７，７９９億円 ８兆３，８７０億円 ▲６，０７０億円

一
　

　
般
　
　
勘

　
　
定

管
理

勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

有 価 証 券

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））
令和元年度中間期末現在（A）

（R1.9.30）

平成30年度末現在（B）

（H31.3.31）

貸 付 金

科　　　　　　　目



負債の状況 ［機構全体］
◇ 当中間期末現在の負債総額は２４兆８０１億円で、前年度末に比べ、２，１３８億円の減少（▲０．９％）
◇ 負債の大半を占める債券は前年度末に比べ、１，８４８億円の減少。当期発行額が償還額を下回ったこと等が

要因

◇ 公庫債権金利変動準備金は、借換益等５５４億円を繰り入れる一方で、１，０００億円の国庫納付を行った結果、
前年度末に比べ、４４５億円の減少
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２０兆２，０７３億円 ２０兆３，９２１億円 ▲１，８４８億円

１，６８０億円 １，２８０億円 ４００億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

５，５２５億円 ５，９７０億円 ▲４４５億円

１９６億円 ２２４億円 ▲２７億円

７２億円 ２７６億円 ▲２０４億円

５０億円 ６４億円 ▲１３億円

２４兆８０１億円 ２４兆２，９４０億円 ▲２，１３８億円

債 券

そ の 他

合 計

借 入 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

増　減（（A）-（Ｂ））
令和元年度中間期末現在（A）

（R1.9.30）

平成30年度末現在（B）

（H31.3.31）
科　　　　　　　目



負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］
◇ 当中間期末現在の一般勘定における負債総額は１６兆８，７１７億円で、前年度末に比べ、２，８４５億円の増加

（＋１．７％）
◇ 当中間期末現在の管理勘定における負債総額は７兆７，２２１億円で、前年度末に比べ、６，０７０億円の減少

（▲７．３％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１３兆６０４億円 １２兆６，８６１億円 ３，７４３億円

１，６８０億円 １，２８０億円 ４００億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 ２兆２，０００億円 －

７２億円 ２７６億円 ▲２０４億円

５，１３７億円 ６，２２３億円 ▲１，０８６億円

２０億円 ２７億円 ▲６億円

１６兆８，７１７億円 １６兆５，８７１億円 ２，８４５億円

７兆１，４６８億円 ７兆７，０６０億円 ▲５，５９１億円

５，５２５億円 ５，９７０億円 ▲４４５億円

１９６億円 ２２４億円 ▲２７億円

３０億円 ３６億円 ▲６億円

７兆７，２２１億円 ８兆３，２９２億円 ▲６，０７０億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計

（R1.9.30）

平成30年度末現在（B）

（H31.3.31）

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

一
　

般
　
勘
　
定

管
理

勘
定

令和元年度中間期末現在（A）



純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は３，０４２億円で、前年度末に比べ、９０億円の増加（＋３．１％）
◇ 一般勘定の中間純利益９４億円を一般勘定中間未処分利益として計上する一方で、金利スワップ取引に係る評価

損益等である繰延ヘッジ損益が前年度末から４億円減少したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

２，１２６億円 ２，１２６億円 －

９４億円 － 皆増

５７８億円 ５７８億円 －

７７億円 ８１億円 ▲４億円
うち金利スワップ期中解約分　▲１７億円

うち現存スワップ時価評価分　 　１４億円

うち繰延ヘッジ取崩分　　▲２億円

３，０４２億円 ２，９５１億円 ９０億円

科　　　　　　　目 増　減（（A）-（Ｂ））
令和元年度中間期末現在（A）

（R1.9.30）

平成30年度末現在（B）

（H31.3.31）

　　　　

合 計

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

一 般 勘 定 中 間 未 処 分 利 益

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益



９，２０２ １ ４１ １１２ ７０ ９，２０２ ２２４ ２７ １９６

（参考）

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】

【利差補てん積立金】

（単位：億円）

２３５，０３０ ６，４９５ ８，７５０ ２３２，７７５

貸 付 額
②

回 収 額
③

中 間 期 末
残 高

① + ② - ③

２０３，９２１ ８，４５１ １０，３００ ２０２，０７３

発 行 額
②

償 還 額 等
③

中 間 期 末
残 高

① + ② - ③

前 期 末
残 高

①

納 付 金 等
②

基 金
運 用 益

③

利下げ補てん
所 要 額

④

前 期 末
残 高

①

取 崩 額
②

中 間 期 末
残 高

① - ②

金 利 変 動 準 備 金 ２２，０００ － － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 ５，９７０ ▲１，０００ ３３ ５２１ ５，５２５

前 期 末
残 高

①

公 庫 貸 付 に 係 る
利 下 げ 所 要 額

③

中 間 期 末 残 高
① + ② + ③ + ④

前 期 末
残 高

①

前 期 末
残 高

①
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国 庫 納 付
②

中間期末残高
①+②+③
-（④ - ⑤）

一般勘定自己
財源充当額

⑤

（注） 一般勘定においても債券借換益は９５億円発生しているものの、関係法令の規定に準じて算出した金利変動準備金の積立限度額（当該中間期末における一般勘定の

貸付金残高の１，０００分の１２５）を前期末残高が超えているため、積立てを行っていない。

※ 単位未満切り捨てのため、計が一致しない場合がある。

令和元年度９月期決算における主要勘定の状況

債 券 借 換 益
④

（注）


